

資料１

調達改革に関する主な地方自治体に関する取組の経緯(１)
	年　度
	主な取組内容

	昭和20年代
	○地方自治法（昭和22年４月17日公布）

：調達に関する規定は243条のみ。一般競争入札を厳格に原則とする。

○地方自治法施行令（昭和22年５月３日公布）

：「第５章財務」に契約に関する規定はない。

○地方自治法施行規則（昭和22年５月３日公布）

：契約に関する規定はない。

	昭和30年代
	○地方自治法改正（昭和38年６月８日公布）

：「第９章第６節契約」を新設するなど全面改正。一般競争入札・指名競争入札・随意契約・せり売りの方法が明らかにされ、一般競争入札以外の方法は政令の定める場合に限られたことで、結果として、一般競争入札を原則とすることの厳格さが緩和される。

○地方自治法施行令改正（昭和38年８月15日公布）

：「第５章第６節契約」の項目を新設するなど全面改正。指名競争入札・随意契約・せり売りのできる場合を統一的に規定　等。

	昭和40年代
	○官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年６月30日公布）

○地方自治法施行令改正（昭和49年６月10日公布）

：令167条の２の改正。売買や請負などの契約で随意契約の許容される事由を追加　等。

	昭和50年代
	○静岡事件（昭和56年）

：静岡・清水建設業協会、清風会（沼津）による入札談合事件。

○地方自治法施行令改正（昭和57年９月１日公布）

　①　令167条の２，１項１号で随意契約によることができる場合の額の改定。

　②　令167条の５の２を新設し、制限付一般競争入札を許容。

　③　令167条の２に関し、別表３を追加。

○地方自治法改正（昭和59年12月25日公布）

：法234条の３の「公衆電気通信の役務」を「電気通信役務」に変更。

	昭和60年代
	

	平成３年度
	○埼玉土曜会事件

○ゼネコン汚職事件

	平成５年度
	○「公共工事に関する入札・契約制度の改革について」（平成５年12月21日中央建設業審議会建議）

　①　一定の規模以上の工事では一般競争方式を実施。

　②　指名競争入札方式には透明性を高めるために「公募型」、「工事希望型」を導入。

　③　入札監視委員会の設置　等。

○建設省・自治省入札・契約手続改善推進協議会報告書（平成５年12月24日建設省・自治省入札・契約手続改善推進協議会）

：地方自治体に中央建設業審議会の建議に沿った改革の推進を要請　等。

	平成６年度
	○山梨県建設業協会事件

○建設業法改正（平成６年６月29日公布）

	平成９年度
	○公共工事の品質確保等のための行動指針（建設省）（平成10年２月10日）

　①　発注者責任の定義。

　②　公共工事の品質確保等のための主要施策（技術者・技能者の技量の向上と能力の発揮、技術研究開発の促進と技術基盤の整備、品質を担保するための方策　等）。

	平成10年度
	○地方自治法施行令改正（平成11年２月17日公布）

　①　令167条の10の２を新設し、総合評価一般競争入札を導入。

　②　令167条の13に「及び第167条の10の２（第５項を除く。）」を追加。

　③　令167条の12，４項に総合評価指名競争入札を新設。

○地方自治法施行規則改正（平成11年２月17日）

：規則12条の３に総合評価方式の学識経験者への意見聴取手続に関する事項を新設。

	平成11年度
	○民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年７月30日公布）

○地方自治法施行令改正（平成12年２月16日公布）

：令167条の４改正。

○地方自治法施行令改正（平成12年３月３日公布）

：令167条の２，１項１号の「別表３」を「別表５」に繰り下げる変更。

※　農業災害補償法施行令の一部を改正する政令（平成12年３月31日号外政令169号）附則５条により本政令の一部が改正されたが、上記変更に変わりはない。

	平成12年度
	○国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年５月31日公布）

○地方自治法施行令改正（平成12年６月７日公布）

：令167条の10の２改正。中央省庁改革に伴う名称変更。

○公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年11月27日公布）

○「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（平成13年３月９日閣議決定）

　①　入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性の確保（第三者の意見の適切な反映　等）。

　②　公正な競争の促進（入札・契約方法の改善、苦情の適切な処理　等）。

　③　不正行為の排除の徹底（捜査機関との連携、発注者の関与の防止　等）。

　④　公共工事の適正な施工の確保（施工状況の評価の方策、ダンピング防止　等）。

	平成13年度
	○地方自治法施行令改正（平成14年３月25日公布）

：令167条の10、167条の10の２を改正し、低入札価格調査と最低制限価格制度の対象に「製造その他についての」を追加。

	平成14年度
	○入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律（平成14年７月31日公布）

○地方自治法改正（平成14年12月13日公布）

：法234条５項に「電磁的記録」に関する事項を追加。

※　行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成14年12月13日公布）を受けたもの。

○地方自治法施行令改正（平成15年１月31日公布）

：令167条の８，２項、令167条の15，２項に「電磁的記録」に関する事項を追加。

	平成15年度
	○地方自治法施行規則改正（平成15年８月29日公布）

：規則12条の３を12条の４に繰り下げる変更。

	平成16年度
	○地方自治法改正（平成16年５月26日公布）

：法234条の３に「その他政令で定める契約」を追加。

○地方自治法施行令 改正（平成16年11月８日公布）

　①　長期継続契約に関する令167条の17を新設。

　②　随意契約（令167条の２，１項３号・４号）

　　・政策目的による随意契約の対象となる契約の範囲の拡大。

○地方自治法施行規則改正（平成16年11月８日公布）

：規則12条の３の２に随意契約の手続に関するに関する事項（令167条の２，１項４号関連）を新設。

	平成17年度
	○公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年３月31日公布）

	平成18年度
	○「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」改正（平成18年５月23日）

　①　公正な競争の促進（入札ボンドの導入等の条件整備をしながら一般競争入札方式を拡大、総合評価方式の拡充　等）。

　②　透明性の確保（予定価格や最低制限価格の事後公表）。

　③　不正行為の排除（指名停止の厳格な運用　等）。

○地方自治法改正（平成18年６月７日公布）

　①　法234条３項の文言修正。「（以下本条において）」を「（以下この条において）」に変更。

　②　法234条５項の電磁的記録に関する定義についての記述を削除。

○「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（総務省）（平成18年８月31日）

：三セク等との随意契約は「住民の目線に立って厳格かつ徹底的な見直しを行い、その適正化に取り組むこと」。

○地方自治法施行令改正（平成18年９月26日公布）

：令167条の２を障害者自立支援法が定める施設に変更。

※　障害者自立支援法施行令等の一部を改正する政令（平成18年９月26日公布）を受けたもの。

○入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律改正（平成18年12月15日公布）

○「都道府県の公共調達改革に関する指針（緊急報告）」（全国知事会・公共調達に関するプロジェクトチーム）（平成18年12月18日）

　①　指名競争入札の原則廃止、一般競争入札の拡大。

　②　総合評価方式の拡充　等。

○「地方公共団体における入札契約適正化・支援方策について」（地方公共団体の入札契約適正化連絡会議）（平成19年２月23日）

　①　一般競争入札の対象の拡大。

　②　総合評価方式の導入・拡充。

　③　談合等不正行為を行った者に対するペナルティ強化。

　④　体制が脆弱な地方自治体への支援方策　等。

○中央建設業審議会ワーキンググループ第二次中間とりまとめ（中央建設業審議会）（平成19年３月15日）

　①　発注者の能力と工事の態様に応じた多様な調達手段の活用方策。

　②　建設業者の特性等に応じた適切な市場の設定。

　③　総合評価方式の拡大に伴う支援方策等。

　④　極端な低入札への対応。

	平成19年度
	○地方自治法施行令改正（平成20年２月14日公布）

　①　令167条の２，１項３号の随意契約の対象とする障害者支援施設等の拡充。

　②　令167条の４，２項の入札参加資格の見直し（不正行為に対する入札参加停止期間の延長）｡
　③　令167条の10の２の総合評価方式の意見聴取手続の簡素化。

　④　令167条の13の条文の変更（令167条の10の２の変更に伴う変更）。

○地方自治法施行規則改正（平成20年２月14日公布）

：規則12条の４の改正。

○「公共工事の入札及び契約の適正化の推進について（通知）」（総務省自治行政局長・国土交通省大臣官房建設流通政策審議官）（平成20年３月31日）

　①　予定価格等の公表の適正化。

　②　指名停止措置等の適正な運用の徹底。

　③　適正な施工の確保　等。

	平成20年度
	○「建設業における「安心実現のための緊急総合対策」の適切な実施について（通知）」（総務省自治行政局長・国土交通省大臣官房建設流通政策審議官）（平成20年９月12日）

　①　的確な工期の確保にも資するよう、早期発注の努力。

　②　工事請負代金の請求書を受領後直ちに支払い手続を開始する等、その支払手続の迅速化に努力。

　③　歩切りによる予定価格の不当な切り下げは慎むとともに、予定価格の作成では、資材等の最新の実勢価格を適切に反映　等。

○「公共工事の入札及び契約の適正化の推進について（通知）」（総務省自治行政局長・国土交通省大臣官房建設流通政策審議官）（平成20年12月22日）

　①　一般競争入札の拡大及び総合評価方式の導入・拡充の条件整備等。

　②　ダンピング受注の防止の徹底等

　③　入札時における工事費内訳書の提出の促進　等。

○「公共工事における手続の迅速化等について（通知）」（総務省自治行政局長・国土交通省大臣官房建設流通政策審議官）（平成21年１月30日）

　①　入札契約手続に要する期間の短縮を図り、可能な限り速やかな発注に努力。

　②　完成検査及び出来高部分払方式を実施する事業における既済部分検査を迅速に実施するとともに、工事請負代金の支払手続の迅速化により、可能な限り年度内に支払うよう努力。

	平成21年度
	○「公共工事の入札及び契約手続の更なる改善等について（通知）」（総務省自治行政局長・国土交通省大臣官房建設流通政策審議官）（平成21年４月３日）

　①　最低制限価格、低入札価格調査基準価格の算定方式の適切な見直し。

　②　総合評価方式の導入・拡大、発注者としての体制が不十分な地方自治体では、工事実績・工事成績や地域貢献の実績評価を重視した特別簡易型総合評価方式の導入・拡大に努力。市区町村の総合評価では、都道府県に設置されている第三者機関を活用するなど、発注者相互の協力や発注者支援機関の積極的な活用による体制整備に努力　等。

○「公共工事の入札及び契約手続の改善等について」（総務省自治行政局長・国土交通省大臣官房建設流通政策審議官）（平成21年６月12日）

：地域を支える建設企業、とりわけ中小企業の受注機会の確保への配慮。

	平成22年度
	－

	平成23年度
	－


※　取り上げた談合事件は、地方自治体の発注案件のうち、主なものに限った。

※　各省庁から出された通達等は、主なものに限った。

※　国際調達に関するものは除外した。






































































































































































(１)　本年表は、内閣府公共サービス改革分科会（第１回）資料２－別紙３（平成22年11月４日）の形式にそのまま倣い、これを地方自治体職員の実務に資するよう、本章執筆者が作成したものである。





－ 2 －

－ 86 －


